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１ 令和元年度決算の概要 

 
１．令和元年度の予算規模について 

令和元年度は，当初，一般会計及び１６の特別会計（水道事業会計を除く）を合計して９２７

億４，０９２万６千円の歳入歳出予算を計上し，本市初の小中一貫義務教育学校として開校予定

の平磯・磯崎・阿字ヶ浦地区統合校「美乃浜学園」の建設事業や雨水幹線整備，河川改修などの

主要施策や重点課題を滞りなく進めるとともに，４５年ぶりに本県開催とされた「いきいき茨城

ゆめ国体・いきいき茨城ゆめ大会」に係る経費のほか，仕事と育児の両立に向けて社会全体で子

どもを育む環境をつくる「子育て世代に選ばれるまちづくり」関連事業など，本市の価値を更に

高め，魅力あふれるまちづくりを実現するための施策に積極的に取り組むこととしました。 

これに加え，平成３０年度から小中学校施設整備事業や雨水幹線整備事業などとして５８億９，

６４３万３千円の予算を繰越すとともに，防災・減災，国土強靭化の強力な推進や Society5.0 時

代に向けた取り組みを加速させるなどとして編成された国の令和元年度補正予算への対応や新型

コロナウイルス感染症対策などに伴い，６回の補正予算を編成した結果，当初予算に繰越予算と

補正予算を加えた歳入歳出予算規模は，９９２億８，１６０万６千円となりました。 

 

２．令和元年度の決算について 

一般会計及び特別会計（水道事業会計を除く）を合計して９９２億８，１６０万６千円の歳入

歳出予算に対し，令和元年度の決算額は，歳入総額９４１億２，１８１万３千円，歳出総額９０

４億４，６２１万８千円となりました。 

 

３．一般会計決算のあらまし 

令和元年度一般会計の決算額は，歳入総額５８２億９，５７０万２千円，歳出総額５５９億２，

８６４万２千円であり，歳入歳出差引額（形式収支）は２３億６，７０６万円，繰越明許費に係

る繰越財源５億８，３３８万円を差し引いた実質収支額は１７億８，３６８万円となりました。

平成３０年度と比較すると，歳入は９．９％の増，歳出は８．５％の増でした。 

（１）歳入について 

  歳入を科目別にみると，市税が２５１億６，８４０万７千円で歳入総額の４３．２％を占め，

次いで国庫支出金が８４億１，６８６万６千円で１４．４％，市債が６５億９，４８０万円で１

１．３％，県支出金が４０億５，０７０万３千円で６．９％，繰入金が２９億５，８８９万７千

円で５．１％，地方消費税交付金が２７億６，７８６万１千円で４．７％，地方交付税が２５億

８，２１５万５千円で４．４％の順となりました。 

 平成３０年度と比較すると，市税については雇用情勢が堅調だったことに伴う給与所得者の増

加により個人市民税が増収となったほか，法人市民税は法人税割が増収となり，固定資産税につ

いても家屋課税において新増築家屋の増加などにより増収となったことから，市税全体では３．

３％の増となりました。また，普通交付税及び特別交付税が増加したことにより，地方交付税は

７．１％の増，市債については，美乃浜学園建設事業に伴う教育債の増加などにより２４．３％

の増となりました。 

繰入金については，財政調整基金繰入金の皆増及び市債管理基金繰入金の増加により２，１３

１．４％の増，繰越金については平成３０年度決算における実質収支の減少により５２．０％の

減となりました。 
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 次に，自主財源，依存財源の構成をみると，自主財源は３２６億４，６２５万１千円で歳入総

額の５６．２％を占め，依存財源は２５６億４，９４５万１千円で４３．８％となりました。自

主財源の主なものは市税で，自主財源全体の７７．１％を占めています。依存財源の主な内訳を

みると，国庫支出金が依存財源全体の３２．８％を占め，次いで市債が２５．７％，県支出金が

１５．８％，地方消費税交付金が１０．８％の順となりました。 

  また，一般財源，特定財源の別では，市税等による一般財源が３７４億６，４５１万８千円で

歳入総額の６４．３％を占め，特定財源は２０８億３，１１８万４千円で３５．７％を占めてい

ます。 

（２）歳出について 

 歳出を目的別にみると，民生費が１９０億９，２４８万２千円で歳出総額の３４．１％を占め，

次いで教育費が１１２億２，０９０万４千円で２０．１％，土木費が７９億１，５５３万２千円

で１４．２％，公債費が５６億７，３２１万２千円で１０．１％，総務費が４８億３，２１９万

９千円で８．６％の順となっています。 

 また，性質別では，人件費，扶助費及び公債費を合わせた義務的経費は２５８億５３９万６千

円で歳出総額の４６．２％を占め，普通建設事業費及び災害復旧事業費を合わせた投資的経費は

８５億８，２７３万８千円で１５．４％を占めています。 

平成３０年度と比較して歳出の特色をみると，令和元年東日本台風（台風１９号）の被害を受

けた農地及び農業用施設の災害復旧事業により目的別では災害復旧費が，性質別では災害復旧事

業費がともに皆増となったほか，美乃浜学園建設事業の増加などにより，目的別では教育費が４

０．５％，性質別では普通建設事業費が３５．２％それぞれ増となりました。 

そのほか，目的別では，消費税増税対策として実施したプレミアム付き商品券発行事業の増加

などにより商工費が１６．２％の増，東部第２土地区画整理事業会計繰出金の増加などにより土

木費が４．２％の増となったのに対し，勤労者総合福祉センター環境整備事業の減少により労働

費が９．３％の減となりました。また，性質別では，森林環境基金元金積立金の皆増により積立

金が１４３．７％の増となりました。 

 

４．特別会計決算のあらまし 

  特別会計（水道事業会計を除く）の決算額は，歳入総額が３５８億２，６１１万１千円，歳出

総額が３４５億１，７５７万６千円で，歳入歳出差引額（形式収支）は１３億８５３万５千円と

なりました。繰越明許費に係る繰越財源２億５，９７８万５千円と事故繰越しに係る繰越財源８

万５千円を差し引いた実質収支額は１０億４，８６６万５千円となりました。平成３０年度と比

較すると，歳入総額は０．７％の増，歳出総額は０．３％の減でした。 

 特別会計に占める各会計の歳出は，国民健康保険事業会計が３６．５％，次いで介護保険事業

会計が３０．６％，公共下水道事業会計が１６．２％，区画整理事業会計が１０．９％などの割

合となっています。歳出の平成３０年度との比較では，国民健康保険事業会計は県への納付金及

び保険給付費の減少により７．９％の減となる一方，後期高齢者医療事業会計は広域連合への納

付金の増加により４．０％の増，介護保険事業会計は保険給付費などの増加により３．１％の増

となりました。これら福祉事業３会計の合計では２．７％の減となっています。 



　２－１　財政指標の推移（普通会計ベース）

経常収支比率 実質収支比率 公債費負担比率 実質公債費比率 将来負担比率

単年度 3カ年平均 (％) (％) (％) (％) (％)

平成22年度 0.914 1.001 88.0 5.2 14.2 11.6 74.7

平成23年度 0.918 0.956 89.1 6.0 12.3 11.3 69.0

平成24年度 0.900 0.911 84.7 9.5 13.3 11.0 46.4

平成25年度 0.933 0.917 88.5 6.3 13.7 10.3 31.3

平成26年度 0.933 0.922 89.9 8.2 13.8 9.2 22.9

平成27年度 0.947 0.938 89.9 10.1 14.1 8.9 20.1

平成28年度 0.949 0.943 93.7 6.1 14.1 8.9 24.0

平成29年度 0.948 0.948 90.0 9.7 13.7 9.2 47.0

平成30年度 0.969 0.955 95.9 4.0 14.5 9.3 50.4

令和元年度 0.961 0.959 96.3 6.5 13.8 9.6 81.8

4.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

5.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

財政力指数

２　財政指標の状況

年　　度

1.経常収支比率：経常経費に充当される経常一般財源／経常一般財源の額
　　　　　　　※分母の経常一般財源には，減収補てん債特例分及び臨時財政対策債が含まれている。

2.実質収支比率：実質収支額／標準財政規模

3.公債費負担比率：公債費充当一般財源(一時借入金利子，転貸債及び繰上償還額を含む)／一般財源総額

－3－



　２－２　財政力指数の推移

区　　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
本　　　市 1.001 0.956 0.911 0.917 0.922 0.938 0.943 0.948 0.955 0.959
類似団体 0.95 0.85 0.82 0.82 0.82 0.83 0.83 0.83 0.83 未公表

市町村類型 Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－１ Ⅳ－１ Ⅳ－１ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２ Ⅳ－２

※財政力指数
　標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどのくらい自力で調達できるかを表わしたもので，地方交付税法
の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の３ヶ年平均値をいう。
  単年度の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値である「単年度の財政力指数」が１を超える
地方公共団体は，地方交付税の不交付団体となる。本市の単年度の財政力指数は平成20年度が1.053，平
成21年度が1.037であることから不交付団体となっていたが，平成22年度以降再び交付団体となり令和元年
度も引き続き交付団体となった。
　また，普通交付税の合併算定替の特例分が平成21年度まで交付されていた。

※基準財政収入額
　法定普通税を主体とした標準的な地方税収入である。具体的には，７５％算入されるものが市民税（個人市
民税の税源移譲相当額を除く），固定資産税，軽自動車税，たばこ税，利子割交付金，配当割交付金，株式
等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金（社会保障財源相当分を除く），ゴルフ場利用税交付金，地方特
例交付金，自動車取得税交付金，環境性能割交付金であり，１００％算入されるものが個人市民税税源移譲
相当額，地方譲与税，交通安全対策特別交付金，地方消費税交付金（社会保障財源相当分）である。

※基準財政需要額
　地方公共団体における個々の具体的な財政支出の実態を捨象して，その地方公共団体の自然的・地理
的・社会的諸条件に対応する合理的かつ妥当な水準における財政需要の額である。各行政項目別に設けら
れた測定単位に必要な補正を加え，これに単位費用を乗じた額を合算したものである。具体的には，一般財
源に相当する。
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　（１）健全化判断比率の状況 単位：％

平成３０年度 令和元年度 早期健全化基準

－ － 11.82

－ － 16.82

9.3 9.6 25.0

50.4 81.8 350.0

　（２）資金不足比率の状況 単位：％

平成３０年度 令和元年度 経営健全化基準

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

－ － 20.0    

1.資金不足比率：資金の不足額／事業の規模

1.実質赤字比率：一般会計等の実質赤字額／標準財政規模

2.連結実質赤字比率：連結実質赤字額／標準財政規模

4.将来負担比率：{将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額)}
　　　　　　　　／{標準財政規模－(元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)}

3.実質公債費比率：{(当該年度の元利償還金＋公営企業元利償還金への一般会計繰出金等公債費類似経費)－
　　　　　　　　　(元利償還金等の特定財源＋普通交付税の基準財政需要額算入公債費)}
　　　　　　　　　／(標準財政規模－普通交付税の基準財政需要額算入公債費)

特別会計の名称

農業集落排水事業特別会計

地方卸売市場事業特別会計

水道事業会計

２－３　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律が定める財政４指標（実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比
率，将来負担比率）でいずれかが早期健全化基準以上である場合，破綻寸前の「早期健全化団体」に指定され，同団体
は，財政健全化計画の策定が義務づけられる。
　また，公営企業の経営健全化を図るべき基準として資金不足比率が経営健全化基準以上である場合は，経営健全化計
画の策定が義務付けられる。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

六ッ野土地区画整理事業特別会計

船窪土地区画整理事業特別会計

公共下水道事業特別会計

健全化判断比率

阿字ヶ浦土地区画整理事業特別会計

東部第１土地区画整理事業特別会計

東部第２土地区画整理事業特別会計

佐和駅中央土地区画整理事業特別会計

佐和駅東土地区画整理事業特別会計

武田土地区画整理事業特別会計
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（単位　百万円）
区　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

歳入総額 51,203 61,191 56,084 50,424 54,078 52,778 52,899 57,887 54,056 59,753
うち市税 23,463 23,619 23,965 23,432 24,265 23,842 23,336 24,630 24,358 25,168
うち市債 6,954 9,524 9,524 4,306 5,602 4,494 5,466 7,147 5,441 6,901

うち臨時財政対策債 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184 1,438 1,242 1,523 984 1,017

３　普通会計歳入決算の状況

　３－１　普通会計歳入決算額の推移
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（単位　百万円）

区　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
市税総額 23,463 23,619 23,965 23,432 24,265 23,842 23,336 24,630 24,358 25,168
個人市民税 8,233 8,225 8,667 8,908 8,843 8,967 9,207 9,304 9,471 9,644
法人市民税 1,579 1,566 2,580 1,768 2,775 2,508 1,624 2,771 2,421 2,647
資産税土地 3,482 3,470 3,330 3,228 3,144 3,080 3,059 3,033 3,033 3,044
資産税家屋 4,447 4,661 3,906 4,005 4,129 4,007 4,152 4,268 4,213 4,501
資産税償却 2,700 2,480 2,446 2,362 2,181 2,139 2,095 2,107 2,097 2,132
軽自動車税 242 250 260 271 280 290 343 365 379 400
市たばこ税 995 1,167 1,169 1,284 1,267 1,233 1,210 1,107 1,073 1,100
その他 1,785 1,800 1,607 1,606 1,646 1,618 1,646 1,675 1,671 1,700

　３－２　市税決算の推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

個人市民税

家屋

土地

（百万円） 市税決算の推移

たばこ税

軽自動車税

償却資産

その他

法人市民税

－7－



（単位  百万円）

区　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R１

交付税＋臨時財政対策債 5,081 5,012 5,357 4,222 4,271 3,304 3,009 3,222 2,319 2,592

うち普通交付税 1,695 1,668 2,001 1,410 1,389 1,164 1,088 1,060 697 820

うち特別交付税 760 1,118 739 738 698 702 679 639 638 755

　うち臨時財政対策債 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184 1,438 1,242 1,523 984 1,017

震災復興特別交付税 4,730 1,085 893 1,442 1,034 930 1,096 1,077 1,007

　※平成23年度に震災復興特別交付税が創設された。

　　

　３－３　交付税の推移
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（単位　百万円）
区　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

一般財源 34,040 37,960 36,366 35,812 35,987 35,499 34,727 35,966 35,230 37,465
 うち市税等 28,484 33,628 30,179 28,968 30,545 30,546 29,434 31,176 30,702 31,756
 うちその他 5,556 4,332 6,187 6,844 5,442 4,953 5,293 4,790 4,528 5,709
特定財源 17,139 22,791 19,686 14,612 18,152 17,133 17,928 21,486 17,815 20,831
歳入総額 51,179 60,751 56,052 50,424 54,139 52,632 52,655 57,452 53,045 58,296

１．市税等とは，市税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交
　付金，自動車取得税交付金，環境性能割交付金，国有提供施設等所在市町村助成交付金，地方特例交付金，地方交付税及び交通
　安全対策特別交付金
２．特定財源は，分担金及び負担金，使用料及び手数料，国庫支出金，県支出金，財産収入，寄付金と繰入金，諸収入，市債の一部
３．その他は，繰越金，臨時財政対策債，減収補てん債（特例分）等

３－４　（参考）一般会計歳入財源別決算額の推移
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　３－５ 地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途

（歳入）
　　地方消費税交付金（社会保障財源化分）

（歳出）
　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

559,743 10,821 800 17,824 65,658 464,640

3,505,041 2,511,597 1,693 122,792 868,959

329,135 45,866 15,924 33,101 234,244

6,799,172 4,130,908 14,300 566,258 258,485 1,829,221

1,813,024 1,356,671 27,460 53,102 375,791

13,006,115 8,055,863 15,100 629,159 533,138 3,772,855

1,165,576 396,237 95,254 674,085

8,263 8,263 0 0

1,449,288 45,933 173,753 1,229,602

2,623,127 450,433 0 0 269,007 1,903,687

1,018,514 418,981 65,080 66,172 468,281

1,556,943 182,264 38,087 165,487 1,171,105

180,520 65,683 14,218 100,619

724,933 23,955 28,340 83,281 589,357

76,485 65,262 1,390 9,833

3,557,395 625,200 0 262,452 330,548 2,339,195

19,186,637 9,131,496 15,100 891,611 1,132,693 8,015,737

(備考）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費は，事務職員の人件費を除く。

　３－６ 森林環境譲与税の使途

　令和元年度決算における地方譲与税のうち，森林環境譲与税６，２８６千円は，森林環境
基金積立金に充当した。

特　定　財　源 一　般　財　源

国　県
支出金

地方債 その他

社
会
福
祉

社 会 福 祉 事 業

障 害 者 福 祉 事 業

老 人 福 祉 事 業

児 童 福 祉 事 業

1,132,693千円

9,148,430千円

事　　　業　　　名 経　費

財　　源　　内　　訳

引上げ分の
地方消費税

交付金
（社会保障
財源化分）

その他

社
会
保
険

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 年 金 事 業

介 護 保 険 事 業

生 活 保 護 事 業

保 健 衛 生 事 業

予 防 事 業

診 療 所 事 業

小　　　　計

小　　　　計

合　　　　計

小　　　　計

保
健
衛
生

医 療 福 祉 事 業

老 人 医 療 給 付 事 業
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（単位  百万円）

区　　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
人件費 8,448 8,368 6,932 6,721 6,533 6,379 6,339 6,487 6,743 6,969
扶助費 9,766 10,218 10,015 10,097 10,720 10,894 11,482 11,744 12,606 13,176
公債費 4,927 4,755 4,959 5,119 5,178 5,278 5,178 5,161 5,326 5,390
繰出金 5,915 7,145 6,456 6,249 6,308 6,558 7,534 7,712 8,041 8,135
普通建設事業費 9,236 9,644 5,494 4,928 8,530 7,738 7,680 11,287 7,469 10,170
災害復旧事業費 3 1,814 3,038 634 97 0 4 11 0 38

歳出総額 49,729 56,861 52,786 47,678 50,893 49,128 50,752 54,678 52,425 57,218

４　普通会計歳出決算の状況

　４－１　普通会計歳出決算額の推移（性質別）
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（単位  百万円）

区　　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
義務的経費 23,141 23,341 21,906 21,937 22,431 22,551 22,999 23,392 24,675 25,535
投資的経費 9,239 11,457 8,532 5,562 8,627 7,738 7,684 11,298 7,469 10,208
その他の経費 17,349 22,063 22,348 20,179 19,835 18,839 20,069 19,988 20,281 21,475

歳出総額 49,729 56,861 52,786 47,678 50,893 49,128 50,752 54,678 52,425 57,218

　４－２　普通会計歳出決算額の推移（経費別）
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　４－３　（参考）一般会計性質別歳出決算額の推移
（単位  百万円）

区　　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

人件費 8,457 8,352 6,969 6,753 6,563 6,379 6,339 6,487 6,743 6,969

物件費 6,250 6,378 5,114 5,490 5,677 5,436 5,435 5,563 5,789 5,965

扶助費 9,766 10,249 10,015 10,097 10,720 10,894 11,482 11,744 12,606 13,176

補助費等 2,710 5,836 6,107 5,236 5,307 5,242 5,442 5,381 5,152 6,115

普通建設事業費 8,804 8,886 5,214 4,623 7,971 7,435 7,309 10,646 6,319 8,544

災害復旧事業費 3 1,813 3,019 633 97 0 4 11 0 38

公債費 5,273 4,981 5,133 5,380 5,463 5,507 5,407 5,447 5,601 5,661

繰出金 5,944 7,262 6,446 6,249 6,300 6,605 7,574 7,771 8,076 8,233

歳出合計 49,726 56,473 52,796 47,724 51,047 49,078 50,626 54,352 51,557 55,929
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（単位　百万円）

区　　分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
48,041 53,601 55,564 55,477 56,587 56,363 57,188 59,536 60,109 62,044
33,668 37,603 37,616 36,226 36,078 35,481 36,266 38,401 39,436 41,896

臨時財政対策債残高 14,373 15,998 17,947 19,251 20,509 20,883 20,922 21,135 20,673 20,148
臨時財政対策債発行額 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184 1,438 1,242 1,523 984 1,017
（備考）　市債残高のうち，下段は臨時財政対策債を除いた額。

※臨時財政対策債の発行（平成１３年度から令和４年度まで）

　５－１　市債残高の推移（一般会計）

５　市債の状況

市債残高

　平成１２年度までは，基本的に財源不足を交付税特別会計借入金により措置し，その償還をそれぞ
れ国と地方が折半して負担する措置を講じてきた。平成１３年度の地方財政対策においては，国と地
方の責任分担の更なる明確化，国と地方を通ずる財政の一層の透明化等を図るため，財源不足のう
ち建設地方債（財源対策債）の増発等を除いた残余分については，国と地方が折半して補てんするこ
ととし，国負担分については国の一般会計からの加算により，地方負担分については地方財政法第５
条の特例となる地方債（臨時財政対策債）により補てん措置を講じることとされた。この補てん措置は，
令和４年度までの間実施される。
　また，この臨時財政対策債の元利償還金相当額については，その全額を後年度地方交付税の基
準財政需要額に算入することとされ，地方公共団体の財政運営に支障が生ずることのないように措置
されている。
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会計区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
一般 48,041 53,601 55,564 55,477 56,587 56,363 57,188 59,536 60,109 62,044
　臨時財政対策債を除く 33,668 37,603 37,616 36,226 36,078 35,481 36,266 38,401 39,436 41,896
下水道 33,396 33,061 32,476 31,875 31,159 30,434 29,824 29,303 28,783 28,340
水道 13,767 13,216 12,759 12,394 14,121 13,776 13,276 13,079 13,284 14,821
区画整理 6,690 6,133 5,535 5,055 4,597 4,215 3,722 3,317 2,945 2,477
その他 1,166 910 835 789 706 700 655 735 681 621

合　計 103,060 106,921 107,169 105,590 107,170 105,488 104,665 105,970 105,802 108,303
　臨時財政対策債を除く 88,687 90,923 89,221 86,339 86,661 84,606 83,743 84,835 85,129 88,155
臨時財政対策債発行額 2,626 2,226 2,617 2,074 2,184 1,438 1,242 1,523 984 1,017

　５－２　市債残高の推移（一般会計及び特別会計）
（単位　百万円）
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会計区分 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
財政調整基金 2,091 2,915 4,749 4,689 5,224 5,291 5,292 5,292 5,293 4,687
市債管理基金 6,137 6,139 7,142 8,864 9,369 9,374 9,377 8,431 8,399 6,150
その他特定目的基金 3,098 2,763 3,608 3,571 3,639 3,603 3,898 2,867 2,880 2,758

合　　　計 11,326 11,817 15,499 17,124 18,232 18,268 18,567 16,590 16,572 13,595
財政調整基金＋市債管理基金 8,228 9,054 11,891 13,553 14,593 14,665 14,669 13,723 13,692 10,837

（単位　百万円）

　６　基金の状況

　基金残高の推移（一般会計及び特別会計）
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